
Ｑ 
今
年
度
の
採
用
は
？

　

平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
に

１８

１９

か
け
て
、一
般
行
政
職
4
名
を
採
用

し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、市
立
病
院
に
勤
務
す

る
医
療
職
と
留
萌
消
防
組
合
に
派
遣

す
る
消
防
職
を
採
用
し
て
い
ま
す
。

　

退
職
に
つ
い
て
は
、定
年
・
勧
奨
・

自
己
都
合
な
ど
に
よ
る
退
職
者
が　
49

名
に
な
っ
て
い
ま
す
。【
表
1
】 

Ｑ 
人
件
費
の
状
況
は
？

　

人
件
費
に
は
、特
別
職（
市
長
、副

市
長
）、市
議
会
議
員
、各
種
委
員
、一

般
職
員
に
支
給
さ
れ
る
給
料
や
諸
手

当
、退
職
手
当
の
ほ
か
に
、共
済
費

（
民
間
企
業
で
は
、社
会
保
険
料
の
事

業
主
負
担
分
に
相
当
す
る
も
の
）な

ど
の
使
用
者
負
担
分
を
含
む
経
費
が

含
ま
れ
ま
す
。

　

総
額
は
、約　

億
８
千
万
円
で
、歳

２３

出
額
に
占
め
る
人
件
費
の
割
合
は

　

・
７
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。【
表
2
】 

１８

Ｑ
給
与
費
の
状
況
は
？

　

職
員
給
与
費
は
、一
般
職
員
に
毎

月
支
払
う
給
料
、諸
手
当
、期
末
・
勤

勉
手
当（
民
間
の
賞
与
に
あ
た
る
）を

合
わ
せ
た
も
の
で
す
。

　

総
額
は
、約　

億
2
千
万
円
で
、歳

14

出
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、　

・
7
％

11

と
な
っ
て
い
ま
す
。【
表
3
】

※
職
員
手
当
に
は
、退
職
手
当
を
含

ま
な
い
。 

Ｑ 
給
料
の
状
況
は
？

　

職
員
の
毎
月
の
給
料
は
、「
給
料

表
」に
よ
っ
て
決
ま
り
ま
す
。

　

給
料
表
に
は
職
種
に
応
じ
て「
行

政
職
」「
医
療
職
」「
労
務
職
」の
給
料

表
が
あ
り
、そ
れ
ぞ
れ
の
職
務
の
内

容
と
責
任
の
度
合
い
に
応
じ
て
、い

く
つ
か
の
級
と
号
俸（
給
料
月
額
）が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。【
表
４
、表
５
】

※
な
お
、平
成　

年
７
月
よ
り
、給
与

１８

構
造
を
見
直
し
て
、９
級
制
の
給
料

表
を
７
級
制
に
改
め
て
い
ま
す
。

留萌市の人事行政の

運営状況って

どーなってるの

市
職
員
の
人
事
・
給
与
の
あ
ら
ま
し

【表２】人件費の状況　　　

２６，５２６人人口（年度末）

127億７，１５８万円歳出額（Ａ）

23億８，３４２万円人件費（Ｂ）

１８．７％人件費率
（Ｂ／Ａ）

１８．８％（参考）
前年度人件費率
※人件費には、特別職に支給される給
与などを含みます。（平成 18 年度普
通会計決算）

【表３】職員給与費の状況　　

239人職　員　（Ａ）

9億２，１９０万円給料

給
与
費

1億２，９４１万円職員手当

3億７，２８７万円期末・勤勉手当

14億２，４１８万円計（B）

59６万円
（平均年齢 45.4歳）

１人当たりの給与費
（Ｂ／Ａ）

６06万円
（平均年齢 45.6歳）

（参考）
17年度一人当りの給与費

（平成１8 年度普通会計決算）

【表４】役職別職員数の状況　　　
構成比職員数標準的な職務区分

４９．０％  99人
  　係員・　  
　主任職    

１級～

3級

30．7％  62人係長職3・4級
２．０％    4人主幹職5級
14．3％  29人課長職5・6級
４．０％    8人部長職7級
100．0％２02人計

（一般行政職／平成１9 年４月１日現在）

【表５】一般行政職の初任給と経験年数区分別平均給料月額の比較

経験年数区分別平均給料月額

初任給

経験
年数

採用
学歴

２０年以上
２５年未満

１５年以上
２０年未満

１０年以上
１５年未満

３３４，９００円２９９，2００円２５１，５００円１５８，２８６円大学卒
市

３1１，５００円２７７，６００円２１８，２００円１２８，７１２円高校卒

４０４，５００円３５2，１００円２９２，１００円
183，8００円Ⅰ種   

大学卒
国 170，2００円Ⅱ種   

３４５，３００円29０，０００円24４，８００円138，４００円Ⅲ種  高校卒

（一般行政職／平成１９年４月１日現在）

【表１】職員数　　　　　　　   （単位：人）
平成 19
年度当初
職員数

H18.4.2 ～ 19.4.1平成 18
年度当初
職員数

区　分
退職者数採用者数

24694２51一般行政職

 23131026医 師 職

 4513４3医療技術職

 197227２12看 護 職

1520１７企 業 職

262028技能労務職

5524924577合　　計

■ラスパイレス指数の状況

     ８８．6 平成１８年度ラスパイレス指数 

 第３３位 全道３４市中 ( 札幌市を除く）  

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給
与水準を１００とした場合の地方公務員の
給与水準を示す指数です。
　留萌市の場合、平成１７年度以降７％の
独自削減を実施した結果、指数は低くなっ
てきており、平成１８年度は上記のような
状況になっています。     

留
萌
市
に
は
、市
民
生
活
に
か
か
わ
る
さ
ま
ざ
ま
な
仕
事
に
携
わ
っ
て
い
る
、い
ろ
い
ろ
な
職
種
の
職
員
が
い
ま
す
。

今
回
は
、市
職
員
の
給
与
や
定
員
、勤
務
な
ど
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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Ｑ 
職
員
手
当
の

 

状
況
は
？

職
員
に
は
、給
料
の
ほ
か
に
一

定
の
条
件
に
該
当
す
る
場
合
、諸

手
当
が
支
給
さ
れ
ま
す
。【
表
6
】

平
成　

年
度
の
一
年
間
の「
期
末
・

１９

勤
勉
手
当
」は
、管
理
職
で
は
給
料

の
４
・　

月
分
、そ
の
他
職
員
で
は

２５

給
料
の
４
・　

月
分
が
支
給
さ
れ

３５

ま
す
。「
退
職
手
当
」は
、退
職
時
の

給
料
月
額
に
、勤
続
年
数
と
退
職

理
由
に
応
じ
て
決
め
ら
れ
て
い
る

支
給
率
を
乗
じ
た
額
が
支
給
さ
れ

ま
す
。そ
の
他
、「
寒
冷
地
手
当
」

「
時
間
外
勤
務
手
当
」な
ど
が
あ
り
、

勤
務
の
状
況
に
応
じ
て
支
給
さ
れ

ま
す
。

Ｑ 
特
別
職
の
給
与
の

状
況
は
？

　

市
長
、副
市
長
の
給
料
や
市
議

会
の
議
長
、副
議
長
、議
員
の
報
酬

月
額
と
期
末
手
当
、退
職
手
当
は

次
の
と
お
り
で
す
。【
表
7
】

�
給
料
は
、７
％
の
減
額

�
期
末
手
当
は
、支
給
月
数
０
・
１

　

月（
管
理
職
０
・
２
月
）の
減
額
、

　

役
職
加
算
５
％（
管
理
職　

〜
１０

　
　

％
）の
凍
結

１５
�
勤
勉
手
当
は
、役
職
加
算
５
％

　
（
管
理
職　

〜　

％
）の
凍
結

１０

１５

�
管
理
職
手
当
は
、平
均　

％
の

２０

　

減
額　

※
表
５
に
お
け
る
数
値
は
、減
額

後
の
数
値
で
す
。表
６
の
期
末
・
勤

勉
手
当
及
び
管
理
職
手
当
の（　

）

内
は
、減
額
後
の
支
給
月
数
、加
算

率
及
び
支
給
額
で
す
。

�
給
料
は
、市
長　

％
、副
市
長　

３０

２０

　

％
の
減
額

�
期
末
手
当
は
、支
給
月
数
０
・
３

　

月
の
減
額
、役
職
加
算　

％
の

１５

　

凍
結

�
議
員
報
酬
は
、８
％
の
減
額

�
議
員
の
期
末
手
当
は
、支
給
率

　

０
・
２
月
の
減
額
、役
職
加
算　
１５

　

％
の
凍
結　

※
表
７
の（　

）内
は
、減
額
後
の

支
給
月
数
及
び
加
算
率
で
す
。 

Ｑ 
公
平
委
員
会
の

状
況
は
？

　

公
平
委
員
会
は
、次
の
①
〜
③

で
処
理
し
て
い
ま
す
。

①
職
員
か
ら
の
給
与
、勤
務
時
間

そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
措

置
の
要
求
を
審
査
し
、判
定
し
、必

要
な
措
置
を
執
り
ま
す
。

②
職
員
か
ら
の
懲
戒
そ
の
他
の
意

に
反
す
る
不
利
益
処
分
に
つ
い
て

の
不
服
の
申
立
て
に
対
す
る
裁
決

又
は
決
定
を
し
ま
す
。

③
そ
の
他
、職
員
の
勤
務
条
件
そ

の
他
の
人
事
管
理
に
関
す
る
こ
と

の
職
員
の
苦
情
を
処
理
し
ま
す
。

【
表
8
】

【表６】職員手当

国との比較内　　　　　　　　　　　　　　　　容区　分

国と同じ

        １３，0００円配偶者

扶養手当 １人　６，０００円  （配偶者の状況により手当額が変更）扶養親族

１人　５，０００円（１６歳～２２歳の子に加算）特定加算

国と同じ
（削減中）

合計１２月期６月期

期末・勤勉
手当

３．００月分１．６０月分１．４０月分

期末手当 （２．９０月分）（１．５５月分）一般職員（１．３５月分）

〔２．８０月分〕〔１．５０月分〕管理職員〔１．３０月分〕

１．４5月分０．７25月分  ０．７25月分  勤勉手当

有　５～１５％（削減中０％）役職加算

国と異なる

６４，６００円（５１，６００円）部長級

管理職手当 ４７，９００円（３８，３００円）課長級

３８，１００円（３０，４００円）課長補佐級

国と同じ

交通機関（バス等）の利用　上限５５，０００円（実費支給）通勤距離が
２�以上の
者に限る

通勤手当 自家用車の使用上限２４，５００円（定額支給）
（例）片道５�未満２，０００円、１０�未満４，１００円

国と同じ上限 ２７，０００円（家賃１２，０００円を超える場合のみ、家賃額に応じて支給）借家等
住居手当

国と異なる        ５，０００円持ち家

国と同じ

最高限度額勤続３５年勤続２５年勤続２０年

退職手当 ５９．２８月分４７．５０月分３３．５0月分２3．5０月分自己都合

５９．２８月分５９．２８月分４1．34月分30．55月分勧奨・定年

【表７】特別職の報酬などの状況 ( 平成１９年４月１日現在 )

退職手当
期末手当

給料月額など区　分
役職加算支給月数

( 算定方式 )
給料月額×支給率×在職年数
支給率　市　長　550/100
                副市長   450/100    

１５％
（0％）

４.４０月分
（４.１０月分）

900,000円 
市長特

別
職

（630，０００円）
720,000円 副市長 （576,000円）

支給なし
１５％
（0％）

４.４０月分
（４.2０月分）

４１０，０００円 議長

議
員

（377，2００円）
36０，０００円 副議長 （331，2００円）
33０，０００円 議員 （303，6００円）

【表８】公平委員会に係る業務の状況

要求件数内　　　　容

        0件        勤務条件に関する措置の要求求

        0件        不利益処分に関する不服申立て

        0件            苦情相談に関する処理

※公平委員会とは
　右記の業務を行う地方公共団体の長、その他の任命者か
　ら独立した機関です。

留
萌
市
で
は
、
平
成　

年
度
よ

１１

り
、
財
政
状
況
の
悪
化
に
対
応

す
る
た
め
、
職
員
給
与
の
独
自

削
減
を
実
施
し
て
き
て
い
ま
す
。

一
般
職
の
主
な
削
減
内
容

特
別
職
の
主
な
削
減
内
容

9



Ｑ
部
門
別
職
員
数
の

状
況
は
？

　

部
門
別
職
員
数
の
状
況
は【
表
9
】

の
と
お
り
で
す
。

　

各
業
務
体
制
の
見
直
し
な
ど
に
よ

り
、平
成　

年
度
に
対
し
、平
成　

年

18

19

度
当
初
普
通
会
計
部
門
で
9
名
、公

営
企
業
会
計
部
門
で　

名
、合
わ
せ

１５

て　

名
の
減
員
と
な
っ
て
い
ま
す
。

24

Ｑ
定
員
計
画
の

状
況
は
？

　

現
在
の
留
萌
市
の
職
員
数
は
、国

が
作
成
し
た
地
方
公
共
団
体
の
定
員

モ
デ
ル（
標
準
的
な
職
員
数
）に
よ
る

分
析
結
果
で
は
、ほ
ぼ
適
正
な
職
員

数
と
な
っ
て
い
ま
す
。こ
れ
ま
で
留

萌
市
は
、全
国
の
市
を
対
象
に
指
標

化
し
た
類
似
団
体
修
正
値（
人
口
と

産
業
構
造
を
基
に
事
業
部
門
毎
の
人

口
１
万
人
あ
た
り
の
職
員
数
値
を
算

出
し
た
も
の
）に
よ
り
割
り
出
し
た

職
員
数
を
定
員
基
準
と
し
て
設
定

し
、一
般
行
政
部
門
及
び
特
別
行
政

部
門
に
お
け
る
職
員
の
定
員
適
正
化

計
画
を
策
定
し
、定
員
管
理
に
努
め

て
き
ま
し
た
。

　

前
計
画
に
引
き
続
き
、平
成　

年
１７

度
か
ら　

年
度
ま
で
の
計
画
に
お
い

２２

て
も
、退
職
不
補
充
等
に
よ
り
、既
に

計
画
を
上
回
る
職
員
数
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

今
後
は
、定
員
適
正
化
計
画
の
見

直
し
を
進
め
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま

す
。【
表　

】
１０

Ｑ
勤
務
の
状
況
は
？

　

地
方
公
務
員
の
勤
務
条
件
に
は
、

労
働
基
準
法
が
適
用
さ
れ
る
た
め
、

勤
務
時
間
は
、労
働
基
準
法
に
基
づ

き
、１
日
7
時
間　

分
で
す
。た
だ
し
、

45

公
務
上
の
必
要
に
応
じ
て
時
間
外
勤

務
等
が
あ
り
ま
す
。【
表　

】
１１

Ｑ
休
暇
の
種
類
は
？

　

休
暇
等
の
種
類
は
、年
次
有
給
休

暇
、病
気
休
暇
、特
別
休
暇
、組
合
休

暇
、介
護
休
暇
、育
児
休
業
及
び
部
分

休
業
が
あ
り
ま
す
。【
表　

・
表　

】

1２

1３

【表１０】新たな定員適正化年次別計画
計画
期間
数値
目標

Ｈ２２
（計画）

Ｈ２1
（計画）

Ｈ２０
（計画）

Ｈ 1９Ｈ 18
（実績）

Ｈ 17
（実績）区分

（実績）（計画）

７４人２1人１５人８人１5人８人２７人減　員
一
般
行
政

5１人１8人１０人６人11人５人１７人増　員

△２3人△３人△５人△２人△4人△３人△10人差　引

187人１9０人19５人196人197人２00人２10人職員数

1０人４人２人1人△6人1人５人減　員特
別
行
政
（教
育）

0人０人０人０人０人０人０人増　員

△１0人△４人△２人△1人△ 6人△ 1人△５人差　引

3４人38人４0人３3人４1人39人４４人職員数

８4人２5人17人９人21人９人３２人減　員

合
　
計

51人18人10人６人11人５人１7人増　員

△３3人△７人△７人△３人△10人△４人△１５人差　引

２21人２28人２３５人２29人２３８人２39人２５４人職員数

【表１１】勤務時間、休憩・休息時間務時間、休憩・休息時間   職員数

休息時間休憩時間
勤務時間

区　分
終業時間始業時間

午後 0時 45分～
午後 1時
（15分間）

午後 0時～
午後 0時 45分   
（45分間）

午後
5時 20分

午前
8時 50分一般行政職

※　・職場や職種によっては、上記と異なる場合があります。　　　　　　
　    ・平成 19 年 10 月 1 日から休息時間を廃止しています。　

【表１２】年次有給休暇の取得状況、休憩・休息時間   

消化率平均取得日数対象職員数区　分

２８．７％　　１１．３日184人一般行政職

※　平成 18 年 1 月 1 日～平成 18 年 12 月 31 日の状況

【表１３】その他の休暇・育児休業等の取得状況間勤その

育児休業介護休暇病気休暇区　分

１１人    52人  38人 
18年度中に新規取得または
前年度より継続中の職員数

※　上記以外に、特別休暇などがあります。　　　　　

【表９】部門別職員数の状況

主な増減理由対前年
増減数

職員数区分
部門 Ｈ１9Ｈ１8

組織統廃合△6人 65人 71人 議会・総務

一
般
行
政
部
門

収納管理業務の変更1人 18人 １７人 税　　　務

女性青少年室の統合7人 64人 57人 福　　　祉

0人 ２5人 ２5人 経　　　済

組織統廃合・退職不補充△6人 24人 ３0人 土木（建築）

△ 4人 196人 ２00人 小　　計

ふるさと館常勤廃止
女性青少年室の移管

△5人 34人 ３９人 教育行政部門

（一般行政、教育行政の合計） （△ 9人）（２３0人）（２３９人）（普通会計の計）

退職不補充△１2人 283人 295人 病　　　院公
営
企
業
等
部
門

退職不補充△1人 １6人 １７人 水　　　道

組織統廃合△1人 7人 8人 下　水　道

国保会計業務の減△1人 １7人 １8人 そ　の　他

△１5人 ３23人 ３38人 小　　計

△ 24人 553人 577人 合　　　計

主
な
定
員
適
正
化
手
法
の
概
要

　

定
員
適
正
化
計
画
の
実
施
期
間
中

に
お
い
て
は
、新
規
採
用
を
実
施
し
な

が
ら
職
員
数
を
削
減
す
る
た
め
、次
の

こ
と
を
行
い
ま
す
。

①
組
織
機
構
見
直
し
に
よ
る
人
員
の

再
配
置　

組
織
の
ス
リ
ム
化
を
図
り
、

人
員
の
再
配
置
を
行
う
。

②
民
間
委
託
の
推
進　

施
設
管
理
委

託
な
ど
委
託
化
が
可
能
な
業
務
に
つ

い
て
は
積
極
的
に
委
託
化
し
、人
員
の

配
置
転
換
を
行
う
。　

③
事
業
終
了
組
織
の
人
員
の
再
配
置

　

時
限
的
な
事
業
に
か
か
わ
る
組
織

に
つ
い
て
は
、事
業
終
了
時
点
で
人
員

の
配
置
転
換
を
行
う
。
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Ｑ
分
限
・
懲
戒
処
分

と
は
？

　

分
限
処
分
と
は
、職
員
が
そ
の

職
責
を
十
分
に
果
た
し
得
な
い
一

定
の
事
由
が
あ
る
場
合
に
、公
務

能
率
の
維
持
・
向
上
を
目
的
と
し

て
、職
員
の
意
に
反
し
て
行
う
身

分
上
の
変
動
を
も
た
ら
す
処
分
で

す
。

　

懲
戒
処
分
と
は
、職
員
に
一
定

の
義
務
違
反
が
あ
る
場
合
に
、そ

の
道
義
的
責
任
を
追
及
し
、公
務

員
関
係
の
秩
序
を
維
持
す
る
た
め

に
行
わ
れ
る
制
裁
的
な
処
分
で
す
。

【
表　

】 
１４

Ｑ
服
務
の
状
況
は
？

　

職
員
は
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て

公
共
の
利
益
の
た
め
に
勤
務
し
、

全
力
で
職
務
を
遂
行
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。職
務
の
遂
行
に
あ

た
っ
て
職
員
が
守
る
べ
き
義
務
は

次
の
と
お
り
で
す
。【
表　

】
１５

Ｑ
研
修
な
ど
の

状
況
は
？

　

職
員
研
修
は
、市
職
員
研
修
規

程
や
毎
年
度
策
定
す
る
研
修
計
画

に
基
づ
き
、実
施
し
て
い
ま
す
。

【
表　

】
１６

　

ま
た
、毎
年
1
月
の
昇
給
時
期

に
勤
務
状
況
の
評
定
を
実
施
し
て

い
ま
す
。【
表　

】 
１７

Ｑ
福
祉
な
ど
の

状
況
は
？

　

市
で
は
、次
の
と
お
り
各
種
の

職
員
健
康
診
断
を
行
っ
て
い
ま
す
。

健
康
診
断
の
目
的
は
、生
活
習
慣

病
を
は
じ
め
と
す
る
病
気
を
早
期

に
発
見
し
、ま
た
職
員
一
人
一
人

の
健
康
状
態
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
こ

と
に
あ
り
ま
す
。

　

近
年
は
、経
過
観
察
・
要
再
検
査

の
職
員
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
き

て
お
り
、健
康
診
断
の
結
果
を
今

後
の
生
活
に
活
か
し
て
い
く
よ
う

指
導
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
に

な
っ
て
き
て
い
ま
す
。【
表　

】
１８

Ｑ
公
務
中
に
ケ
ガ
を

し
た
場
合
は
？

　

地
方
公
務
員
の
公
務
又
は
通
勤

途
上
に
お
け
る
災
害（
負
傷
、疾
病
、

障
害
又
は
死
亡
）に
よ
っ
て
本
人

又
は
遺
族
若
し
く
は
被
扶
養
者
が

受
け
る
損
害
を
補
償
し
ま
す
。

【
表　

】
１９

【表１５】服務の状況

内　　　　　容区　　　分

法令等の定める規定に従い、かつ上司の服務上の命令に従うこと 　  職務命令に従う義務

職の信用を傷つけたり、職全体の不名誉となる行為をしないこと 　  信用失墜行為の禁止

職務上知り得た秘密を漏らさないこと            　                               秘密を守る義務

勤務時間中全力で職務遂行しなければならないこと                          職務に専念する義務

政党その他の政治的団体の結成等に関与してはならないこと             政治的行為の制限

争議行為等をしてはならないこと                                                     争議行為等の禁止

営利企業等への従事が制限されており、従事する場合は許可を得ること営利企業等の従事制限

【表１６】職員研修の実施状況

研修人数区　分

5人派遣研修

7人自主研修

466人その他の研修

478人合　　計

【表１９】公務災害補償制度 (H18年度）

災害の概要件数加入団体

針刺し事故、汚染血液接触事
故      4件 地方公務員災害補償

基金北海道支部

【表１４】分限及び懲戒処分の状況 (H18年度）

処分事由処分者数処分内容

ー0人免　職
分
限
処
分

心身の故障による     　  1人 　 休　職

ー0人降　任

ー0人降　給

    ー       0人   免　職
懲
戒
処
分

ー0人停　職

　信用失墜行為       　     ５人     減　給

　信用失墜行為          　  4人     戒　告

【表１８】職員検診の状況 (H18年度）

内　　容受診者数区　分

全職員を対象とする健康診断                       　91人一般健診

調理・運転業務に従事する職員を対象とす
る健康診断                                            　

   23人特別健診

 胃がん・肺がん・動脈硬化・大腸がん・子宮が
ん・   乳がん・人間ドック・脳ドック等の健康

診断    　　　　　　　　　  
 662人成人病健診

新規採用職員を対象とする健康診断     　    17人新規採用健診

 793人計

【表１７】勤務成績の評定　　　  　       

  成績不良に係
る主な事由

評定結果
評定時期

成績不良成績良好

ー 0人105人平成１7年４月

戒告処分のため 3人  62人平成１7年 7月

戒告処分のため 5人249人平成１7年 10月

ー 0人  81人平成１8年 1月

処分及び病休のため16人399人平成１9年 1月

▼
留
萌
市
人
事
行
政
に
つ
い
て

　

総
務
部

　

総
務
課
人
事
研
修
係

　

�　

・
１
８
0
2
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今
回
の
詳
し
い
内
容
は
、

　

で
公
開
し
ま
す
。　
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